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はじめに

　2006 年から実施されている第 11 次五カ年計画では，「社会の安定」と「高
成長の維持」がめざすべき目標となっている。そのなかでは，胡錦濤色の
強い「和諧社会（調和のとれた社会）」がキーワードとなっており，地域
間の格差是正および都市部・農村部のバランスが重要政策課題としてあげ
られている。また，2006 年 10 月の中国共産党第十六期中央委員会第六回
全体会議（六中全会）でも「和諧社会の建設」に関する文書が採択されて
おり，地域間・国民間の所得配分の是正が緊急の課題になっていることが
わかる。
　格差是正が急務となっている現在，遅れた地域をどのように発展させ
るのか，地域開発戦略の再検討が必要となっている。1999 年に提起され
2000 年より具体的に動き出した西部大開発は，間違いなく格差是正のた
めの地域開発戦略である。本書は，西部大開発が実施されてより，西南地
域にどのような変化をもたらし，そしてその開発方法は成功するかどうか，
という観点から考察を行ってきた。
　本書を最後にまとめるため，本章では遅れている西南地域は発展可能か
という視点からまとめを行いたい。第１節では，地域開発の変遷を追い，
沿海からの波及効果があったのか，そして沿海部へのキャッチアップは可
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能かどうかを論じる。そして第２節では，キャッチアップに重要と思われ
る本書の取り組みをまとめていき，仮説的に結論を提示したい。

第１節　西南地域のキャッチアップ

１．地域開発戦略の流れと変遷

　1980 年代 , 中国は沿海地域の一部地域（経済特区や経済技術開発区など）
を外資に開放し，プロジェクトの優先配分，財政面・外貨管理面での政策
的優遇措置を与えてきた。沿海地域は地の利を生かしながら , 中国の「成
長の極」として経済発展を遂げてきた。これを支える精神的依拠として，
鄧小平の「先富論」（先に豊かになるもの［地域］があってもよい）とす
る方針があった。また理論的根拠としては，「はしご理論」（悌度理論）が
ある。
　はしご理論では，以下のように地域発展を考えている。まず , 中国は広
大であるため，地理的，歴史的要因のために経済発展には大きな地域不均
衡が存在することを議論の前提とする。そこで相対的に技術水準の高い沿
海地域 , 中間的な水準の技術をもつ中部地域，伝統技術しかない西部地域
に分け，それぞれが技術水準の階段状になっていると考える。このような
状況では，沿海地域が先に国外の先進技術を導入し，階段の段差に従って
中間技術地帯，伝統技術地帯に技術移転を進めるのが , 中国の経済発展に
適合した発展戦略であるとしている（加藤［2003］）。
　第８次五カ年計画期（1991 ～ 1995 年）の最初は，1990 年の天安門事件
により経済全体が収縮した。しかし 1992 年の鄧小平の南巡講話，第 13 回
党大会での「社会主義市場経済論」の登場以降 , 中国経済は本格的に市場
経済化の道を進むことになる。
　そのなかで８五計画期には，沿海地域の既存産業の技術水準向上 , エネ
ルギーや原料投入が大きく，輸送費用の大きい製品についてはエネルギー
や資源が豊富な内陸地域に移転していく方針が打ち出されている。一方，
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内陸地域では，山西を中心に内モンゴル，寧夏，河南の石炭基地を強化
し，そしてその付近での発電所建設が進んだ。軍転民（軍需産業の民生化）
の流れで , 三線建設時代の軍事工場の民需への転換が示唆された。1980 年
代後半より，各省・自治区・直轄市の封鎖経済が指摘され始めていたた
め，８五計画のなかでは地域間の横断的結合，全国統一市場の形成，有機
的な経済リンケージの形成がうたわれた。
　第９次五カ年計画期（1996 ～ 2000 年）では , 五カ年計画と共に 2010 年
までの長期的な計画が発表された。計画では，引き続き封鎖経済に対する
打破を目標として掲げ，行政区を越えた七大経済圏を指定し，各地域の比
較優位を生かしながら，地域経済の協調発展をめざすことがうたわれた。
そして各地域の重点産業が指定され，西部地域では，農業と資源産業およ
び交通通信のインフラ整備が中心であった。またこの15年の長期にわたっ
て，財政移転支給制度を実施し，徐々に中西部地域の発展を支援する方針
となった。
　陳［2000］は，1992年の南巡講話，「社会主義市場経済」以降の1993年から，
とくに９五計画から以下の３点において変化があるとしている。①経済効
率を追求すると同時に，地域の協調的発展の目標がとられる , ②地域発展
の重点は沿海であるが，沿海から内陸への経済発展が議題にあがる , ③政
策の中身や手段が豊富になり多様化した，の３点を指摘し，転換期と位置
づけている。そして，陳は政策を①資源型産業とインフラ建設 , ②中央政
府による財政支援（転移支付）, ③外資導入と国際借款の利用 , ④貧困地
区の緩和政策（扶貧政策）, ⑤経済の先進省が後進省を支援する省間ペア
支援（対口支援）と地域協力，の５つに集約している。すなわち，沿海の
経済発展の恩恵が内陸に自然に波及する効果を期待すると共に政策面でも
それを支援しようとしているのである。この内容が後の西部大開発の原型
になっていると思われる。
　これらの地域開発戦略の変遷から以下の問題が導かれる。①成長の極と
して期待された沿海地域は，はしご理論がイメージするように，内陸地域
に成長の果実を波及させたのかという点 , ②そして今後内陸地域は沿海地
域にキャッチアップしていくことが可能なのかという点である。以下この
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問題についてみていこう。

２．沿海からの波及効果

　中国の地域開発戦略は段階的発展戦略である。先に沿海部を発展させ，
その恩恵を徐々に内陸部へスピルオーバーさせていくというものである。
　ハーシュマン（ミュルダール，ウィルソン）は波及効果には相反する
２つの効果があるとした。「①低成長地域から高成長地域への選択的労働
力移動や低成長地域から高成長地域への逆流的資本移動が生じたり，低成
長地域の産業が高成長地域との競争圧力によって淘汰されてしまうことな
どによって，低成長地域の成長を阻害する作用が生まれる（polarization 
effect= 分極効果）。逆に , ②低成長地域製品向けの需要を創出し，低成長
地域への技術伝播をも生み出す。また高成長地域における産業集積のさら
なる進展はやがて集積の外部不経済性の壁に突き当たり，低成長地域への
投資拡散が生じる。これらは低成長地域の成長を促進する作用をもたらす

（trickling-down effect= 浸透効果）。」これらの２つの関係は以下のように
なる。「所得向上にともなう教育水準の向上や交通・通信設備の改善など
の理由から，浸透効果は所得水準と正比例的に増大すると考えられる。そ
れゆえ工業化の進展・所得水準の向上にともなって，やがて浸透効果が分
極効果を上回るようになる。また所得水準の上昇とともに , 中央政府は政
治的配慮から低成長地域への公共投資配分を高めると考えられる。」（日置

［2004］）
　この開発戦略がうまくいっているかどうかを検証したものとしてブラン
など（Brun et al. ［2002］）があり，彼らの検証ではスピルオーバーはう
まくいっておらず，現段階で段階的発展戦略は機能していないとしている。
またジャン＝フレミンハム（Zhang and Felmingham ［2002］）は FDI と
輸出の役割を検討すると共に同じく沿海から内陸へのスピルオーバーを検
証している。輸出は東部の発展を促し，労働供給の上昇は西部の成長をも
たらす。そして東部→中部→西部の発展のスピルオーバーは機能している
としている。日置［2004］，岡本・日置［2003］では中部への波及効果が



212 213

観察され , 一定の波及効果があるとしている。
　波及効果が内陸部の経済成長にプラスの影響を与えているか，答えを
絞ることは難しい。地域間産業連関分析の枠組みにおいて，内陸部の生産
を誘発していることを浸透効果 , 一方で内陸部が沿海部の中間財依存を上
昇させているのを分極効果と再定義すると，どちらも上昇している（岡本

［2005］）。その意味では波及効果があったといえるが，今後の深い分析が
待たれる（１）。

３．地域格差とキャッチアップ

　次は，内陸部とりわけ西南地域は，成長の速度を速め，今後沿海地域に
キャッチアップし , 中国全体として格差縮小に向かうかどうかという問題
である。それはまた西部大開発が成功するのかどうかを占うことにもなる。
　一人当たりの GDP の格差を変動係数で表し，その変化を改革・開放以
降に絞ってみたものが図１である。地域区分は , ①沿海地域（北京市，天
津市，河北省，山東省，江蘇省 , 上海市，浙江省，福建省，広東省，海南省），
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図１　地域格差
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②東北地域（遼寧省，黒龍江省，吉林省）, ③中部地域（山西省，河南省，
安徽省，湖北省，湖南省，江西省）, ④西北地域（内モンゴル自治区，陝西省，
寧夏回族自治区，甘粛省，青海省，新疆ウイグル自治区）, ⑤西南地域（四
川省，重慶市，雲南省，貴州省，広西チワン族自治区，チベット自治区）
に分けている。
　中国全体でみると，1980 年代は格差が縮小しているが，1990 年代以降
格差は拡大している。2005 年に格差縮小の傾向が出ているが，これが今
後どうなるかは予断を許さない。1980 年代になぜ格差が縮小したのか。
岡本［2004］が述べるように，沿海地域で発展していた上海，北京など
の地域に比較して相対的に遅れていた広東，福建などが急速に経済発展
し，それらの旧発展地域にキャッチアップしたからである。これは沿海地
域の格差縮小の度合いと全国の格差縮小の度合いが似ていることからもわ
かる。1990 年代の格差拡大は，広東や江蘇など新興発展地域が引き続き
発展し，沿海地域間の格差を拡大させ，それが全国の地域格差拡大につな
がった。また地域間（沿海，東北 , 中部，西北，西南）の格差も同時に拡
大しており，広東，江蘇における持続する経済成長とそれにともなう産業
集積，そしてそれから取り残されていく内陸部という構図が見て取れるの
である。
　地域開発戦略の変遷でもみたように，間違いなく沿海地域の一部地域は

「成長の極」である。1990年代の格差拡大傾向を考慮すれば，1990年代は「成
長の極」から内陸部への波及効果のなかでも分極効果が大きかったともい
えよう。
　経済成長論の観点から格差縮小，すなわち遅れた地域が発展している地
域にキャッチアップできるかどうかをみてみよう。新古典派理論では，経
済成長は，資本蓄積，人口増加（それによる労働力増加），それ以外の要
因（人的資本，技術革新，制度やインフラなど）（２）によって決定される。
一般に遅れている地域は，進んでいる地域に比べて速いスピードで成長す
るという収斂仮説が妥当する。これはガーシェクロンのいうような後発性
の利益をも意味する。すなわち，先進的な技術や情報が遅れている地域に
入ったり，あるいは後進地域が先進的な生産設備を導入することによって，
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後進地域が先発地域へ追いつきやすいということを指している。これが中
国の地域にも妥当かどうか簡単に検証してみたい（３）。
　1996 年の第９次五カ年計画より , 中央政府の地域開発の重点は内陸部に
移りつつあることはすでに述べた。そこで 1996 年から 2005 年の 10 年間
のデータを用いて，収斂仮説を検証する。図２では，横軸に 1996 年の一
人当たり GDP をとり，縦軸にその 10 年間の年平均成長率をとった。も
し収斂仮説が妥当するとなると，遅れている地域は速い速度で成長し，発
展している地域は遅い速度で成長するので，右下がりに各省がプロットさ
れることになる。残念ながら，図２からはそれが読み取れない。すなわち
絶対的（無条件）にはキャッチアップが起こっていないことになる。
　しかしながら , 中国の省では，初期条件，地理的位置，過去の政策，イ
ンフラの状況，教育の状況などさまざまに条件が異なっている。これらの
条件を取り除いて（あるいは各地域とも一定として），純粋に資本蓄積と
人口増加のみの違いで経済成長すると考え，それらを定常状態として考え
る。ところが実際はそれ以外の要因（上記で取り除いた要因）が絡んで経
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図２　各省の発展の収束
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済成長が実現しているため，それらと差が存在する。そこでそれらの差を
考慮して（条件つきで），収斂仮説（４）を検討してみたのが，図３である。
　結果，かろうじて右下がりの状況になることがわかる。ここで人的資本
や技術をある程度取り入れればもう少しはっきりした形になると思われる
が，適切なデータが得られないので，なんとかその仮説が妥当していると
いう状況である。西南地域は右下の方にプロットされていることから，資
本蓄積と人口増加以外の要因が小さい。一方で沿海地域はそれらの要因が
大きいことが想像される。
　まとめると，成長論でいう資本蓄積，人口増加以外の要因に着目して，
そのキャッチアップ可能性を論じなければならないということである。す
なわち，第１章で述べたような初期条件，制度，政策といった発展経路を
規定する諸要因を考察しなければならない。たとえば，農村の開発という
面では基礎教育や職業教育の質を論じなければならないし，道路，空港な
どのインフラ面はどうなっているか，地理的制約から外国貿易が制約され
ているのではないか，といった西南地域固有の諸要因をどう改善するか，
方策の考察が求められているのである。
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図３　各省の条件つき収束
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第２節　西南地域の発展の可能性

　さて，それでは本研究によって西南地域固有の諸要因をどう改善させ，
発展させることができるのであろうか。各章を要約しながら西南地域の開
発戦略を考えてみよう。

１．農村という初期条件

　中国では，全人口の６割近くが農村部に住み，全就業者の５割弱が農業
に従事している典型的な農業国家である。とくに内陸部の農村地域は発展
が遅れており，いかにして農村を開発することができるかという問題が経
済発展の鍵を握るといってよい。
　中国はいわゆる「三農問題」（農業，農村，農民）を抱えている。確か
に改革開放以降，農業経営の制度改革，品質の改良・開発，栽培技術の発展，
化学肥料の増加によって農業生産は拡大してきた。しかし食糧の所得弾力
性は低いために，需要が伸びるわけではなく，価格下落によって，農業自
体が増産減収，豊作貧乏という問題に陥る。出稼ぎ以外の農家では，所得
が伸びず，農民の貧困という結果を招いている。このような農村では，荒
廃しかねないという問題もあろう。これが「三農問題」である。
　農民の貧困，農村の荒廃を食い止め，開発していくには，農村内部での
地域活性化，新しい特産品の開発，新しい事業の開発等が必要である。わ
れわれは，その手段としてマイクロクレジットによる地域開発の可能性を
みてみた（第２章）。
　西南地域で最も貧しい貴州省の農村においても，農村金融の主要な担
い手は農村信用合作社である。しかし担保のない貧困層にとって公的機関
からの借り入れは難しいし，たとえ借りられたとしても，新規事業の開発
に結び付かないことも考えられる。そこで小グループによるマイクロクレ
ジットの必要性と地域開発の可能性が出てくる。確かに貴州省黔西南自治
州の晴隆県におけるマイクロクレジットは，①融資額の低さ , ②返済の煩
わしさ，③活動・教育面での貧弱さ，により失敗に終わった。とはいえ，
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他県による農村信用合作社の小口融資は順調であるし，盤県のマイクロク
レジットプロジェクトでは貧困対策としての農村金融は機能している。ま
た，六枝特区の農家自立能力構築支援プロジェクトはグラミン銀行方式で
運営されており，職員の教育などの問題点を抱えながらも，進行しつつあ
る。
　以上の失敗例や順調に進行しているマイクロクレジットから考えるに，

「マイクロクレジット関連の組織開発では，①組織リーダーの訓練と，②農
民への理解普及を図る２段階の組織開発が同時に必要となる。前者では，
マイクロクレジット組織の運営分担者や中堅管理職の養成と訓練を行う。
後者では，農民・住民への訓練，マイクロクレジット組織の末端の職員・
助手の訓練である」（第２章）ことが指摘される。とくに地域リーダーや
農民の自発的事業開発能力を高めるための訓練・教育を進めることが重要
である。これは，最近の開発論でいわれる「人間開発」を指しており，農
民の「ケイパビリティ」（潜在能力）を引き出す教育を行って，農民の人
的資本の開発を行うことが必要である。
　一方，農民の貧困対策として，出稼ぎという手段が考えられる。農家の
所得構造をみても，「①賃金所得の増加の農村世帯所得増への貢献度はま
すます高まっている。②1990年代以降，農業所得の伸びが振るわないなか，
賃金所得が農家所得の増加を牽引している。③賃金所得の多寡が総所得レ
ベルをほぼ決定している。④農村世帯の賃金所得は地域により大きな相違
がある。西南各省の農家所得を比較すると，賃金所得に大きな相違が生じ，
それが農家所得全体に直接影響してきていること」が明らかになった。
　過去において中国政府は農民移動を「盲流」（盲目的な流動）と呼び，
規制を行ってきたが，1990 年代に入って，「民工潮」（農民の出稼ぎの流れ）
として中立的にみるようになった。むしろ 2000 年以降は秩序ある労働移
動を進めつつあり，都市に出稼ぎに出る農民（「農民工」）の権益保護にま
で関心を高めつつある。その主役は，農村政府である。とくに四川省金堂
県の事例にみられるように，鎮や県政府が積極的に労働移動を推進してき
た。それが省政府を動かし , 中央政府の政策にも反映されるようになった
のである。求職情報の収集，職業技術訓練のような「企業体としての行動」
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や，労働移動数の組織的な管理，権益保護などのような「共同体としての
行動」は，地元の事情を十分反映した農村政府ならではの政策実行であり，
その役割は大きいといえよう。農村政府は，地元住民との連携，相互信頼
の醸成を通じて，開発に成功したといえる。
　さて，開発が進めば，環境保全という観点からも農村開発を考えなけれ
ばならない。環境が破壊され，農業に支障をきたせば , 三農問題のひとつ
である農村の荒廃につながりかねないからである。実際，コミュニティが
守ってきた地域共有の自然資源，国有の資源もそれぞれ減少と枯渇という
厳しい状況に置かれている。自然資源の再生産メカニズムの崩壊は内陸農
村の生産と生活を破壊することになりかねないのである（第４章）。
　中国貴州省威寧県内の草海（Cao Hai）を保護する TUP プロジェクト
およびそれに続く山村発展基金では，自然保護の重要性を農民に教育・訓
練させ，自主的にグループを運営する。そして自然保護ができ，あるいは
自然資源に依存しない事業を行った場合，基金が積み立てられ，そしてそ
の基金でまた貧困を緩和するプロジェクトを起こすというものであった。
これが成功したおもな要因は，農民への意識改革の教育が成功したという
ことである。この活動によって，①農民の自発性が発揮され，②農民間の
会話が増大し，農民間のコミュニティ発展につながったのである。
　開発初期にあたっては農村政府の資金による開発が重要となる。しかし
ながら，西南地域の農村政府は債務超過となっている。住民サービスや開
発の資金が財政不足で足らない→債務増加→農民負担の増加→貧困→より
一層の開発資金の必要性→債務増加という悪循環に陥っている。
　もっと深刻な問題は，債務は行政コスト（公務員の給料，学校教育，郷
鎮機構の運営など）に使われており，インフラ建設など投資に向かってい
ないということである。農村政府の財政債務問題を解決する方法として「省
直管県」（広域政府による下の行政レベルの財政管理）という方法が模索
されている（第５章）。
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２．政策・制度の改革

　エネルギー産業の開発戦略についてみてみると（第６章），国際社会に
おいて資源豊富国が経済発展に成功したケースは非常に少ないことがわ
かっている。中国の内陸部は資源豊富な省が多い。これらは開発可能であ
ろうか。中国のエネルギー産業が発展している山西省をみてみても，石炭
開発という点のみであるが，国際社会と同じように経済発展が困難である
という結果がみられた。また資源価格の低下によって交易条件が悪化し，
工業化の妨げになるという従属論の指摘のように，山西省の工業化は中央
政府による低価格政策により妨げられたことが実証された。となれば，エ
ネルギー産業の開発による経済発展は望めないことになる。
　逆にいえば，それだけ政府の役割が大きいともいえる。すなわち，前方
連関，後方連関を生かしたエネルギー産業周辺の高付加価値をもつ産業の
設立にあたって，産業政策等で関与する余地が残されている。もちろん計
画経済期のような行政主導ではなく，市場環境の整備による産業誘致が必
要であろう。またエネルギー価格の人為的操作は，資源豊富地域に対して
負の交易条件をもたらすため，政府はそこから手を引くべきであろう。
　ところで，遅れた地域は基本的に資本蓄積を行う原資が大変小さいとい
う問題がある。それを補うものとして国際貿易や外国資本の活用が考えら
れよう。しかしながら，第７章でも指摘したように，地理的制約から過去
その額は沿海に比べて微々たるものであった。内陸部では，初期条件とし
て対外貿易，直接投資の受け入れについて非常に不利な立場にある。
　そのなかで，ここ数年，西南地域の対外発展において追い風が吹いてい
る。第１は , 中国と ASEAN の FTA である。西南地域は広西チワン族自
治区がベトナムと，雲南省がベトナム，ラオス，ミャンマーとの国境地帯
にあるため，中国全体の貿易において，ミャンマーやベトナムとの貿易で
は一定の地位を確保している。ここ３年開かれてきた広西チワン族自治区
の中国 ASEAN 博覧会が ASEAN 貿易の拠点となる可能性があろう。第
２は，広東省や香港が中心となって汎珠江デルタ開発戦略が始まったこと
である。これは「華南は広東省の珠江デルタと他の地域が連携して発展し



220 221

ているとはいえず，発展地域をいかに珠江デルタの両翼（東西）に拡張す
るか」が問題視され，広東省の対外開放による経験，ノウハウが西南部に
広がることが期待されている。すなわち広東省から西南地域への波及効果
を促進させようというものである。第３は，「和諧社会すなわち調和のと
れた社会の実現である。成長の質，発展のバランスを重視し，地域間格差
の是正に向け，生産要素の自由な移動の促進や産業の移転が進められる。
発展地域には自主技術の開発や環境に配慮した産業立地を志向し，沿海部
の発展の基礎を築いた労働集約型の産業については，内陸への移転が政府
によって誘導されることなどが示唆される」（第７章）。
　制度改革の代表である国有企業改革では，第８章において最も遅れてい
る貴州省の国有企業に焦点を当てた。貴州省では，依然国有経済が主体的
地位を占めている。GDP の約５割，就業者数の約７割を国有経済が担っ
ている。もうひとつの特徴は 1990 年代後半に全国で進められた国有企業
の戦略的改組（競争的産業から国有経済は撤退し , 一部の国家安全にかか
わる産業分野［宇宙，航空など］には国有を残す）が行われたにもかかわ
らず，貴州省の国有経済はさまざまな産業で依然主流となっている。
　改革の難点として，①設備更新，余剰人員の再配置，年金，債務などの
費用の出所，②技術者の減少，労働者の教育水準 , ③国有企業の再編を拒
む封鎖経済，④党と政府の関与などが指摘できる。貴州では，1988 年当時
にすでに「三不怕」（３つをおそれない）と呼ばれる考えを打ち出していた。
それは , ①生産力発展に役立てば中央の方針と離れてもおそれない , ②経
済発展において資本主義をおそれない，③大胆な改革で国全体に影響を及
ぼすことをおそれない，というものである。しかしながら，実際の改革は
遅れているのが実態であり，近年ようやく加速しつつあるように思われる。
　改革の方向として，当然生産性の低い国有企業の整理（破産や再編），
株式会社化によるガバナンスの向上が中心である。貴陽特殊鋼のような有
名企業には中央からの支援があり，整理によるコスト面での負担は比較的
行いやすい。しかし実際には，陽光産権交易所の事例でみられるように，
市場による国有企業の評価と売買が主流となってくる。売却される国有
企業の所有権は供給過剰であり，買い手としての民間企業は需要過少であ
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る。また所有権を国有資産管理委員会がもっているなど，市場取引におけ
る情報の非対称性も存在することが考えられよう。制度面での地方政府の
サポートが必要となる。

３．結論

　西南地域で実施されている農村開発の事例では，参加型開発の有効性が
実証された。農民におけるマイクロクレジットの実施は，農民自身が主体
的に開発に携わる機会を提供している。環境保全と貧困という二律背反の
命題に対しても，農民の意識向上 , コミュニティ作りを通じて解決できる
可能性がある。また，農民の出稼ぎ支援の事例では，農民とそれに深く接
する農村政府の，政府としての役割とコミュニティの一員としての役割が
一致したときに，開発がいい方向に進むことが示唆されている。農民の教
育・職業訓練・知識の普及によって，農民の生活レベルは上がる。行政に
よる過重債務の解決も，参加型開発によって促進できる可能性がある。
　マクロからの地域開発の事例では , 一国の政策・制度改革に合わせなが
らも，地域固有の要因を生かした弾力的運用が必要であることが実証され
た。エネルギー , 外国貿易・外資導入，国有企業改革という３つの事例は，
すべて一国のマクロ政策と制度改革に依存している。そして，それぞれが
産業連関からみる効率的なエネルギー関連産業の発掘，地域特性にあった
開放政策，制度改革を阻害する地域固有の要因を考慮した地域開発などを
指摘している。
　一国の政策・制度改革の枠組みのなかでは，過去の中国の開発戦略をみ
てわかるように，沿海地域（中心）の発展を支えるような周辺としての役
割が西南地域に押しつけられていた。ここに従属理論的な見方が発生する。
　従属理論という観点からみるにせよ，本章のような新古典派的な見方を
するにせよ，西南地域の開発は，自立的な発展が必要となる。自立的発展
のために，不利な初期条件や過去の不利な政策から脱却する自立的な地域
開発が求められているのである。とはいえ , 中国は共産党を中心とする中
央集権的国家であり，地域に沿った開発戦略の余地は小さい。「上に政策
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あれば , 下に対策あり」という言葉があるが , 中央の政策に対する地方政
府の「有効な」対策が必要といっていいかもしれない。

おわりに

　本書では，西部大開発という大きな枠組みのなかで進展する西南地域の
開発を考察してきた。第１節でみたように，西南地域が沿海などの先進地
域にキャッチアップするには，労働や資本の増加ではなく，それ以外の要
因（技術革新，人的資本，発展におけるインフラ整備，情報化の推進ある
いは透明性，政府の市場に対する役割，言い換えれば不利な初期条件や過
去の政策からの脱却といってもよい）によって生まれる困難を除去するこ
とによって開発が進むのである。とくに農村の開発では，農民の人的資本
としての教育・訓練の必要性が指摘されるし，農村政府やコミュニティ内
での農民ニーズに合致した政策の実行が必要である。経済発展において，
エネルギー，開放政策，国有企業改革といった政策・制度改革も地域のニー
ズに合うものでなければならない。これらがうまく機能すれば，西南地域
は発展のきっかけがつかめるであろう。
　本書の研究から，西南地域は確実にキャッチアップするとは断定できな
い。しかし，今までの各章の分析から発展の萌芽を感じ取ることができる。
その若芽を育てる役割が政府，援助機関に求められている。それに経済発
展の収斂は，短期的に起こるものではなく，超長期（100 年といった）の
視点が必要である。数年で制度や技術が急速に変化するものではないし，
急速にキャッチアップするとは考えにくい。キャッチアップに向かう方向
性を持つ政策が連続して実施されることが肝要である。
　最後に本書の限界を指摘して結びとしたい。西南地域が遅れているのは
自明である。各章において，開発が遅れた理由，過去の開発戦略の検討，
そしてその戦略の有効性までは論じきれなかった。今後の課題としたい。
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〔注〕
⑴　ただし , 中央政府が西部大開発に踏み切ったということでいえば，波及効果を待っ

ていられないということもあるのかもしれない。
⑵　第１章でも指摘した初期条件や制度・政策に当たる部分でもある。
⑶　詳細は Jones［1998］などの経済成長論を参照されたい。
⑷　条件つき収斂仮説の検討にあたっては，単純なソローモデル（投資率，人口成長率，

資本減耗率で成長が決まるというモデル）によって定常状態における経済成長率を計
算する。定常状態の成長率と実際の成長率の違いは，労働と資本以外による残差がも
たらしたものである。そこでその残差を考慮することが「条件つき」ということになる。
なお，計算にあたっては，各省の 10 年間の平均投資率（投資／ GDP），各省の 10 年
間の人口成長率を用いた。これらの数値は中国統計年鑑の各年版より計算した。労働
分配率 0.3，資本減耗率 0.05，は Jones［1998:69］と同じである。
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コラム：「中西結合」の経営方式

　アメリカの代表的なファストフード店であるマクドナルド，ケンタッ
キーフライドチキンは 1980 年代に中国に進出し，北京，上海などの大都
市から全国へと進出している。その合理的な経営システムは中国の消費市
場に活気をもたらし，いつの間にか伝統的な商業環境にも西洋の雰囲気が
漂うようになった。「中西結合」の経営システムの形成だといえるだろう。
　昔から中国人の朝食に欠かせない飲み物のひとつに「豆漿」（豆乳）が
ある。そして中国で有名な豆漿店に「永和豆漿」という専門店がある。
100 年以上の歴史を誇り，人々に親しまれている豆漿店だ。この永和豆漿
のチェーン展開により，以前なら朝食の時間にしか飲めなかった「熱豆漿」

（温かい豆乳）が 24 時間営業の店でいつでも飲めるようになった。洋風化
した看板（写真下）が目を引く。どこかケンタッキーの看板に似ていませ
んか？　看板だけでなく，店の明るさ，店員の笑顔，そして販売システム
も類似している。食べ物の味わいは伝統そのままで，西洋の合理的な経営
管理を取り入れた。このような「中西結合」の経営方式によって，売上は
伸びているようである。（李海峰：山口大学経済学部教授）


